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公共測量の測量成果の複製及び使用に係る承認事務について（技術的助言） 

 

 日頃より、国土地理院の業務に関して御理解と御協力をいただき感謝申し上げます。 

標記については、「測量法の一部を改正する法律の施行について（技術的助言）」（平

成２０年４月１日国地総務第３４３号）として各測量計画機関あて通知し運用していた

だいているところですが、今般、経済産業大臣から公共測量の測量成果の利用に関して、

産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第９条第１項に基づく規定の解釈及び当

該規定の適用の有無について、同条第３項の規定に基づき確認の求めがあり、その回答

結果が経済産業省から公表されたところです。（別添１） 

ついては、測量法（昭和24年法律第１８８号、以下「法」という。）の趣旨を御理

解いただくとともに当該承認事務の統一化のため、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４５条の４第１項規定に基づく技術的助言として当該部分について再度通知し

ますので、下記に留意の上、適切な運用をお願いします。 

なお、貴職におかれては、貴管内市区町村長に対しても、この旨周知方お願いします。 

 

記 

 
１．公共測量の測量成果の複製に係る承認事務について（法第４３条） 

測量の正確さを確保するため、法では、基本測量及び公共測量を行う際の測量の基準

を定めるとともに、公共測量については国土交通大臣による作業規程（観測機械の種類、

観測方法、計算方法等を規定したもの）の承認、国土地理院の長による公共測量計画書

に対する助言及び測量成果の審査という測量の実施段階における手続が定められてい

る。 

しかし、これらにより正確な測量成果が作成されたとしても、測量成果を複製し利用

する段階において、測量の正確さが損なわれては法の趣旨が達成されないおそれがある。

このため、法第29条及び法第43条において、測量成果の複製に係る国土地理院の長及



 

び測量計画機関の長による承認制度が設けられており、測量成果を、測量の用に供し、

刊行し、又は電磁的方法により不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く

措置をとるために複製しようとする場合に限り承認を要することとしている。 

このため、国土地理院では測量法に基づいた基本測量の測量成果の複製承認に関する

基準として、測量法第29条の規定に基づく承認取扱要領（平成2０年国地達第１３号）

（以下「承認取扱要領」という。）を別添２のとおり定め、承認事務を行っているとこ

ろである。 

各測量計画機関におかれては、法の趣旨を踏まえた上で測量成果の一層の活用促進の

観点から承認取扱要領を参照し、公共測量の測量成果に係る円滑な複製承認事務の運用

に努めるべきである。 

なお、運用にあたっては、承認取扱要領中「測量法第29条」とあるのは「測量法第

43条」と、「国土地理院の長」とあるのは「測量計画機関の長」と、「法第29条」と

あるのは「法第43条」と、「法第30条」とあるのは「法第44条」と読み替えるもの

とする。また、承認事務に係る様式等については、別紙参考資料を参照されたい。 

 

承認取扱要領では、国土地理院の長は、測量成果を複製しようとする者から申請があ

ったときは、申請の形式上の要件に適合しない場合又は次のいずれかに該当する場合を

除き承認しなければならないと規定している。 

（１）国土交通大臣が行う刊行又は電磁的方法による提供を害するおそれがあると認   

められるもの 

（２）偽りその他不正な手段により承認を受けようとするもの 

（３）公の秩序若しくは善良な風俗に反する目的又は犯罪行為その他違法な行為に用 

いる目的で複製することが明らかなもの 

（４）申請された複製の目的に照らし、適切でない測量成果を複製するもの 

（５）複製の作業方法が不適切で、複製により得られる成果の正確さを確保する上で 

適切でないもの 

（６）上記のほか、国土地理院の長が特に必要と認めるもの 

また、承認を得たもの以外の者が承認を得た者の複製品を複製しようとするとき（二

次的複製）は、法第29条の規定の適用を受けるものと規定している。 

 

２．公共測量の測量成果の使用に係る承認事務について（法第４４条） 

 公共測量の測量成果の使用について、測量を実施しようとする者の申請手続が法令に

違反している場合、又は使用しようとする測量成果が測量の正確さを確保する上で適切

でない場合を除き、測量計画機関は承認しなければならないと法第４４条において規定

しており、引き続き、制度の適切な運用に努めるべきである。 

また、公共測量の測量成果を使用して測量したものを、刊行し又はインターネット等

により不特定多数の者が手に入れることができるようにする行為に対しては、出典の明

示を義務づけている。各測量計画機関におかれては、このような測量法の趣旨を踏まえ



 

て公共測量の測量成果に係る使用承認事務の運用に努めるべきである。 

なお、基本測量の測量成果における使用承認事務において、二次的利用以降の利用に

ついては出典明示義務及び承認の対象から除外している。 

 

３．公共測量の測量成果に係る複製承認又は使用承認の申請の受理に関する事

務の国土地理院の長への委託について（法第42条） 

公共測量の測量成果がさらに活用されるためには、測量成果を複製又は使用しようと

する者が複製又は使用しやすい環境を整えることが必要である。そのため、国土地理院

ではインターネット上の総合窓口から各測量計画機関への承認申請の手続を行える測

量成果のワンストップサービスシステムを運用している。 

測量成果のワンストップサービスシステムにおいては、公共測量の測量成果の複製又

は使用承認の最終的な可否判断は、測量計画機関が行うこととなるが、国土地理院が国

土地理院の承認基準に基づいて予備審査を行い、その結果を申請書に添えて測量計画機

関へ送付するため、測量計画機関における審査事務を軽減するものである。 

この趣旨を踏まえワンストップサービスシステムの利活用に努めていただきたい。 

https://onestop.gsi.go.jp/OneStopService/OnestopServiceHP/onestop_index.html 

 

４．行政手続法（平成５年法律第８８号）との関係について 

 測量成果の複製・使用承認事務は、行政手続法第５条（審査基準）及び第６条（標準

処理期間）に基づき、円滑な運用を図られたい。なお、国土地理院における基本測量の

測量成果の複製・使用に係る審査基準及び標準処理期間は次のとおりである。 

 

 （１）基本測量の測量成果の複製・使用に係る審査基準（国土地理院の地図の利用手

続） http://www.gsi.go.jp/LAW/2930-index.html 

 （２）基本測量の測量成果の複製・使用に係る標準処理期間は、７日から１４日であ

る。 

                 

【参照条文】測量法抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（測量成果の複製） 

第２９条 基本測量の測量成果のうち、地図その他の図表、成果表、写真又は成果を

記録した文書（これらが電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

つては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）をもつて作成されている場合にお

ける当該電磁的記録を含む。第四十三条において「図表等」という。）を測量の用

に供し、刊行し、又は電磁的方法であつて国土交通省令で定めるものにより不特定

多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとるために複製しようとす

る者は、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、国土地理院の長の承認

を得なければならない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（測量成果の使用） 

第４4条 公共測量の測量成果を使用して測量を実施しようとする者は、あらかじめ、

当該測量成果を得た測量計画機関の承認を得なければならない。 

２ 測量計画機関は、前項の承認の申請があった場合において、次の各号のいずれに

も該当しないと認めるときには、その承認をしなければならない。 

 一 申請手続が法令に違反していること。 

 二 当該測量成果を使用することが測量の正確さを確保する上で適切でないこと。 

３ 第一項の承認を得て測量を実施した者は、その実施により得られた測量成果に公

共測量の測量成果を使用した旨を明示しなければならない。 

４ 公共測量の測量成果を使用して刊行物を刊行し、又は当該刊行物の内容である情

報について電磁的方法であって国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者

が提供を受けることができる状態に置く措置をとろうとする者は、当該刊行物にそ

の旨を明示しなければならない。 

 

（測量成果の複製） 

第４３条 公共測量の測量成果のうち図表等を測量の用に供し、刊行し、又は電磁的

方法であつて国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が提供を受けること

ができる状態に置く措置をとるために複製しようとする者は、あらかじめ、当該測

量成果を得た測量計画機関の承認を得なければならない。 

 

（測量成果の使用） 

第３０条 基本測量の測量成果を使用して基本測量以外の測量を実施しようとする者

は、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、国土地理院の長の承認を得

なければならない。  

２ 国土地理院の長は、前項の承認の申請があつた場合において、次の各号のいずれ

にも該当しないと認めるときは、その承認をしなければならない。 

  一 申請手続が法令に違反していること。 

二 当該測量成果を使用することが当該測量の正確さを確保する上で適切でないこ

と。 

３ 第一項の承認を得て測量を実施した者は、その実施により得られた測量成果に基

本測量の測量成果を使用した旨を明示しなければならない。 

４ 基本測量の測量成果を使用して刊行物（当該刊行物が電磁的記録をもつて作成さ

れている場合における当該電磁的記録を含む。以下この項及び第四十四条第四項に

おいて同じ。）を刊行し、又は当該刊行物の内容である情報について電磁的方法で

あつて国土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が提供を受けることができ

る状態に置く措置をとろうとする者は、当該刊行物にその旨を明示しなければなら

ない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（測量成果の写しの保管及び閲覧） 

第４２条 国土地理院の長は、第四十条第一項の測量成果の写し及び同条第二項の測

量記録の写しを保管し、国土交通省令で定めるところにより、これらを一般の閲覧

に供しなければならない。  

２ 前項に規定する測量成果の写し及び測量記録の写しの謄本又は抄本の交付を受け

ようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、国土地理院の長に申請をし

なければならない。この場合においては、第二十八条第二項の規定を準用する。  

３ 測量計画機関は、当該測量計画機関の作成に係る測量成果及び測量記録の保管並

びに当該測量成果に係る次条又は第四十四条第一項の承認の申請の受理に関する事

務を国土地理院の長に委託することができる。 



 

nakajima
タイプライターテキスト
　　別添１



 



別添２

国地達第１３号

測量法第２９条の規定に基づく承認取扱要領を次のように定める。

平成２０年３月３１日

国土地理院長 小牧 和雄

測量法第２９条の規定に基づく承認取扱要領

（趣旨）

第１条 測量法（昭和２４年法律第１８８号。以下「法」という。）第２９条の規定に基

づく測量成果の複製承認の基準及びその取扱いについては、別に定めるもののほか、

この要領の定めるところによる。

（承認が必要な複製）

第２条 法第２９条に規定する「測量の用に供し、刊行し、又は電磁的方法であつて国

土交通省令で定めるものにより不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置

く措置」には、次の各号に掲げるものが該当するものとする。ただし、刊行物等に内

容を補足するために、少量の地図等を補助的に挿入するものを除く。

一 測量を実施する者に対して、測量成果を提供するために複製するもの

二 有償であるか又は無償であるかを問わず、複製した測量成果及びそれを含む情報

を書籍、パンフレット又はＣＤ－ＲＯＭその他のもので不特定多数の者に対し発行

するもの

三 電気通信回線を通じてインターネット又は電子メールその他の方法により、複製

した測量成果及びそれを含む情報を公表し、不特定多数の者がそれらを閲覧又は入

手できる状態に置くもの

測量法第29条の規定に基づく承認取扱要領の運用及び解釈（以下「（運）」とする。）

第２条関係

「刊行物等に内容を補足するために、少量の地図等を補助的に挿入するもの」と

は、次の各号のいずれかに該当する場合をいう。

１．書籍、冊子、報告書、リーフレット等の場合



一 書籍等の１ページの大きさに対し１／４以下の大きさで地図等の一部を掲載

する場合

二 書籍等の１ページの大きさに対し１／２以下の大きさで地図等の一部を掲載

しようとする場合は、書籍等の総ページ数の３０％以内で利用する場合

三 書籍等の１ページの大きさに対し１／２を超え、１ページに収まる大きさで

地図等の一部を掲載するしようとする場合は、書籍等の総ページ数の１０％以

内で利用する場合

四 書籍等の内容に合致する地図等の一部を書籍等の表紙に利用する場合

２．Ｗｅｂサイト等の場合

一 ３００×４００ピクセル以下の大きさで地図等の一部（ラスタ形式）を掲載

する場合

二 ３００×４００ピクセルを超え、画面に収まる大きさで地図等の一部（ラス

タ形式）を掲載しようとする場合は、Ｗｅｂサイト全体の中で５枚まで利用す

る場合

ただし、スクロール機能により画面以上の地図が見られるような場合は１枚

でも申請を要するものとする。

（承認）

第３条 国土地理院の長は、測量成果を複製しようとする者から申請があったときは、

申請の形式上の要件に適合しない場合又は次の各号のいずれかに該当する場合を除き、

承認するものとする。

一 法第２７条第２項に規定する国土交通大臣が行う刊行又は電磁的方法による提供

を害するおそれがあると認められるもの。

二 偽りその他不正な手段により承認を受けようとするもの

三 公の秩序若しくは善良な風俗に反する目的又は犯罪行為その他違法な行為に用い

る目的で複製することが明らかなもの

四 申請された複製の目的に照らし、適切でない測量成果を複製するもの

五 複製の作業方法が不適切で、複製により得られる成果（以下「複製品」という。）

の正確さを確保する上で適切でないもの

六 前各号に掲げるもののほか、国土地理院の長が特に必要と認めるもの

（承認の条件）

第４条 国土地理院の長は、前条の承認に当たっては、次の各号に掲げる条件を付する

ことができる。

一 承認を得て測量成果を複製した旨、承認番号及び承認を得て作成した複製品を第

三者がさらに複製する場合には国土地理院の長の承認を得なければならないことを



複製品に明示すること

二 複製品を作成したときは、速やかに当該複製品を国土地理院の長に提出すること

三 電気通信回線を通じてインターネット及び電子メールその他の方法により、複製

した測量成果及びそれを含む情報を公表したときは、速やかにホームページアドレ

ス等を電子メールその他の方法により国土地理院の長に報告すること

四 前３号に掲げるもののほか、国土地理院の長が必要と認める事項

（運）第４条関係

四号でいう「国土地理院の長が必要と認める事項」には、次に掲げる事項を含

むものとする。

１ 測量成果の複製及び利用にあたり適正な管理を行うため、承認を得た測量成

果がデジタルのものであって、それを複製してデジタルの複製品を作成する場

合には、当該測量成果に添付された記録を活用することにより日本工業規格（工

業標準化法（昭和２４年法律第１８５号）第１７第１項に規定する日本工業規

格をいう。）X7115に準拠したメタデータを作成すること。

なお、メタデータを作成するにあたっては、履歴の情報併せ記載すること。

２ 営利を目的とした複製であって、複製しようとする測量成果（以下「原成果」

という。）が現に刊行しているもの、又は国土地理院の長が定めるものであり、

複製物が原成果と比較して一見して違いが明確に判別できないものは、測量成

果の利用に関する契約を締結し、別途定める測量成果の使用料を国土地理院の

長が指定する期限までに納付すること。

（報告の徴収）

第５条 国土地理院の長は、承認を得た者に対し、承認に係る複製品に関して必要な報

告を求めることができる。

（二次的複製）

第６条 承認を得た者以外の者が承認を得た者の複製品を複製しようとするときは、法

第２９条の規定の適用を受けるものとする。

（承認取消の届出）

第７条 承認を得た者が当該承認の取消しを求めようとするときは、速やかに国土地理

院の長に届け出るものとする。



（承認の取消し）

第８条 国土地理院の長は、承認を得た者が次の各号のいずれかに該当するときは、そ

の承認を取消すことができる。

一 前条に基づく届出があったとき

二 承認後に第３条各号のいずれかに該当することが判明したとき

三 承認に付した条件に従わなかったとき

（法第３０条との関係）

第９条 次の各号のいずれかに該当するものは、これを測量を実施する行為とみなし、

法第３０条の規定に基づいて処理すべきものとする。

一 測量成果を複製した者が、複製品を測量に用いるもの

二 測量成果に対し、大量の情報の付加若しくは削除又は著しい表現方法の変更等を

伴うものであって、新たに作成される測量成果が複製しようとする測量成果とは別

種の測量成果と判断されるもの

（国土地理院が実施する公共測量の測量成果の複製）

第１０条 国土地理院が実施する公共測量の測量成果の法第４３条の規定に基づく複製

承認の基準及びその取扱いについては、この要領を準用する。

附 則

１ この達は、平成２０年４月１日から施行する。

２ 測量法第２９条の規定に基づく承認取扱要領（平成１１年国地達第７号）は廃止す

る。

附 則

この達は、平成２２年１１月１０日から施行する。



別紙参考資料（様式等）

① 測量成果の複製承認申請書

② 測量標・測量成果の使用承認申請書

③ 測量成果複製承認書

④ 測量成果使用承認書

⑤ 測量成果複製・使用承認取消書



① 

 

 

測量成果の複製承認申請書 
 

 

     測量法第43条の規定により下記のとおり承認を申請します。 

 

 

       平成 年  月  日 

 

                                            申請者 住所 

                                                氏名                印 

 

    （測量計画機関の長）  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 目 的                          

 

 

 

複 製 す る 測 量 成 果 の                         

 

種 類 及 び 内 容                         

 

 

 

 

 

 

 

 

複製する測量成果の交付                         

 

年月日又は地図の発行年次 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 範 囲 又 は 区 域                          

 

 

 

 

複 製 の 作 業 方 法                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 期 間                          

 

 

 

複製品の利用方法及び                         

 

配布の範囲  有償 無償 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 品 の 部 数                          

 

 

 

複 製       名称及び代表者の氏名  

 

 

 

機関名 所 在 地                  

 

 

 

複 製       氏 名                  

 

 

 

作業者 所 在 地                  

 

 

 

  備 

 

  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 

 

測 量 標 

                                       の使用承認申請書 

測量成果 

 

              

    測量法第４４条の規定により下記のとおり承認申請いたします。 

              

 

        平成  年  月  日 

                                            申請者  住 所 

                                                    氏 名                         印 

 

   （測量計画機関の長）  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  使用目的又は当該測量の種別 
 

 

 

 

  測 量 地 域                           
 

 

 

 

  使 用 期 間                           
 

 

 

 

○使 用 す る 測 量 成 果                           

 の 種 類 及 び 内 容                           

 

 

 

 

○測 量 精 度                           
 

 

 

 

  使 用 方 法                           
 

 

 

 

×使 用 す る 測 量 標 の                           

 種 類 及 び 所 在                           

 

 

 

 

×使用する測量標の上方に測標 

 等を設ける場合はその所在                           

 

 

 

 

○完 成 図 の 縮 尺 及 び 名 称                           
 

 

 

 

測 

量 
名          称 

 

 

 

 

計 

画 
代 表 者 の 氏 名                         

 

 

 

 

機 

関 
所    在    地                         

 

 

 

 

測 

量 
名          称 

 

 

 

 

作 ×測 量 業 者 登 録 番 号                         

業 

機 
代 表 者 の 氏 名                         

 

 

 

 

関 

 
所    在    地                         

 

 

 

 

○成 果 入 手 年 月 日                           
 

 

 

 

 公 共 測 量 実 施 計 画 書                           

  提 出 年 月 日                           

 

 

 

 

  備           考 
 

 

 

 

   記載要領 ① ×印欄は法第２６条及び第３９条、○印欄は法第４４条に規定する申請の場合にのみ 

記載すること。 

           ② 使用方法欄は、測量（地図編集等を含む。）作業の方法を詳しく記載すること。 



③
登 録 番 号

測 量 成 果 複 製 承 認 書

殿

平成 年 月 日付け 第 号で、貴殿から申請のありました公共測量

成果の複製については、測量法第４３条の規定に基づき、下記のとおり承認します。

平成 年 月 日

（測量計画機関の長）

記

１．承認事項

（１）複製目的

（２）複製する測量成果の種類及び内容

（３）複製期間 承認後 日間

（４）複製部数

（５）複製作業者

２．条件（国土地理院の例）

（１）成果品には、次の字句を見やすいところに必ず明示してください。

「この地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 分の１ 図を

複製したものである。（承認番号 平 複、第 号）」

（２）複製後、成果品を得たときは、速やかに 1部提出してください。なお、Web上で

公開される場合はサイトの URLを報告してください。

（３）承認を得て作成した複製品を第三者がさらに複製する場合には、国土地理院の長

の承認を得なければならないことを複製品に明示してください。

（４）複製しようとする基本測量成果は最新版を使用して下さい。

３．承認の取消し

承認事項及び条件は必ず厳守してください。

これらに違反するときは承認を取り消すことがあります。



④
登 録 番 号

測 量 成 果 使 用 承 認 書

殿

平成 年 月 日付け 第 号で、貴殿から申請のありました公共測量成
果の使用については、測量法第４４条第１項の規定に基づき、下記のとおり承認します。

平成 年 月 日

（測量計画機関の長）

記

１．承認事項

（１）使用目的

（２）使用する測量成果の種類及び内容

（３）使用期間 承認後 日間

（４）測量作業機関

２．条件（国土地理院の例）

（１）成果品は、次の字句を見やすいところに必ず明示してください。

「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の 万分の

１図を使用した。（承認番号 平 使、第 号）」

（２）成果品を得たときは、速やかに１部提出してください。なお、Web上で公開され

る場合はサイトの URLを報告してください。

（３）国土地理院長は、この基本測量成果の使用について、必要に応じ資料又は報告の

提出を求めることがあります。

３．承認の取消し

承認事項及び条件は必ず厳守してください。

これらに違反するときは承認を取り消すことがあります。



⑤

登 録 番 号

測量成果複製・使用承認取消書

殿

平成 年 月 日付けで、貴殿から申請のありました公共測量成果の複製・使用

については、測量法第 条 の規定に基づき、平成 年 月 日付け○○○

で承認しましたが、同承認書○○○によりこれを取り消しましたので通知します。

※○○○は承認番号等

平成 年 月 日

測量計画機関の長


